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1	 はじめに

　宇宙産業の成長に伴う宇宙ごみ問題の深刻化と、

問題解決に向けた取り組みの必要性が認識され、政

府からも方針が示されている。

　内閣府が主導する宇宙開発戦略本部は 6 月に発表

した宇宙基本計画において、宇宙ごみ問題の解決に

関する新たな民間ビジネスの拡大に伴い、必要とな

るルールの未整備を課題と認識し、関係府省が連携

して、国際ルールづくりの主導、宇宙産業振興、政

府衛星の運用終了後の廃棄措置等に取り組んでいく

ことが示されている。

　しかし、民間ビジネスの拡大にはルール整備だけ

でなく、技術的な課題や仕組み構築の必要もあり、

官民が連携して対策することが必要不可欠であると

考えている。本稿では技術・仕組みの対応策に触れ

た上で、省庁による民間の取り組みを後押しする必

要性・方向性について提言したい。

2	 顕在化しつつある宇宙ごみ問題

1）	 宇宙ごみの発生状況

1957 年のソビエト連邦によるスプートニク 1 号

の軌道投入以来、世界では累計で 5,000  回を超え

る人工衛星の打ち上げミッションが実施されてき

た。近年のミッションでは、一度の打ち上げで複数

の人工衛星を投入することから、累積での投入衛星

数はそれ以上となる。人工衛星の寿命は一般的には

数年から 15 年ほどであるが、運用を終了し廃棄さ

れた人工衛星は制御ができない状態で軌道上に残留

する。宇宙ごみとは、NASA の定義によると「地球

の周回軌道上に存在する、もはや有用な目的に使用

することができない人工物体すべて」※ 1 である。こ

れには、運用を終了した人工衛星等の他、それらが

偶然もしくは人為的に破壊された際に発生する無数

の破片が含まれる。

　米国防総省戦略軍統合宇宙運用センター（JSpOC）

では、地球軌道上に存在する物体のうち、衝突な

どが起きた場合の影響が大きいとみられる約 10cm

以上の物体について監視をしており、NASA が公

開したデータ（図表 1）によると、2020 年 2 月時

点で約 2 万個の物体が確認されている。そのうち

約 5,000 個が運用中もしくは運用を終了した人工

衛星（Spacecraft※ 2）であるとされている。前述

した 1 回の打ち上げによる投入数増加の影響もある

ため、直近で確認数が増えているが、同 2 月時点で

運用中の人工衛星は約 2,600 基であり※ 3、差し引

いた 2,400 基ほどが運用を終了した人工衛星とみ

られる。人工衛星を除いた残りの約 1 万 5,000 個

については、打ち上げ時のロケット部品（Rocket 

Bodies）、運用中に排出された物体（Mission-related 

Debris）、何らかの原因で破壊・分解された破片

（Fragmentation Debris）に分類し監視している。

　確認されている宇宙ごみの大部分は低軌道と呼ば

れる高度 2,000km 以下の領域に存在し、中でも高
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度 700km 前後の極軌道と呼ばれる軌道の付近に集

中している。この軌道では通信、観測、偵察衛星が

多く運用されており、宇宙ごみが運用中の人工衛星

や他の宇宙ごみと衝突することで多数の砕片となり

その数を増やすことがある。実際に 2009 年には米

国の民間企業が運用する衛星と、機能停止中だった

ロシアの軍事衛星が衝突する事故が発生し、多数の

破片が宇宙ごみとなった。その様子が、図表１にお

ける 2009 年の破片の増加として確認できる。将来

的な可能性として、特定の軌道上でこのような衝突

が連鎖的に発生し、宇宙ごみが自己増殖を始めると

いう理論が提唱されている※ 4。また、2007 年にも

破片の急増が確認されるが、こちらは中国による衛

星破壊実験の影響である。

2）	 宇宙ごみ問題を深刻化させる動き

　宇宙ごみが近年特に懸念される背景として、衛星

コンステレーションをメーンとした宇宙開発が急速

に進展しつつあるという点が挙げられる。衛星コン

ステレーションとは、複数の衛星を協調動作させ特

定のシステムを構成することであり、衛星利用測位

システム（GPS）もこれにあたる。これまで、各国

政府機関を中心に人工衛星の打ち上げ・運用を進め

てきたが、近年は民間ビジネスとしての衛星コンス

テレーション計画が主流となっている。衛星通信

ネットワークのニーズへの対応を目的とした計画が

多いが、衛星打ち上げコスト低減技術の開発が進ん

だことにより、ビジネスとして採算がとれる公算が

図表1　地球軌道上の物体に関するオブジェクト種類別統計（月次データ）

  出所）	NASA「Orbital Debris Quarterly News, Volume 24, Issue 1」を NRI にて翻訳

※ 1　https://www.nasa.gov/news/
debris_faq.html
※ 2　本来は「宇宙機」であり、探査機・
宇宙望遠鏡等も含めた概念だが、地球軌
道上に存在するのはほぼすべてが人工衛
星であるので本文内では人工衛星とする
※ 3　Union of Concerned Scientists

（日本語名：憂慮する科学者同盟）より
https://www.ucsusa.org/resources/
satellite-database
※ 4　NASA の D.Kessler ら に よ っ て
1989年に提唱。2001年時点のシミュレー
ション結果において低軌道域では長期的
に見てデブリ（宇宙ごみ）が増殖する環
境にあるとされている

https://www.nasa.gov/news/debris_faq.html
https://www.ucsusa.org/resources/satellite-database
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大きくなったことが理由として挙げられる。

　代表的な計画としては、SpaceX 社、Amazon

社、OneWeb 社※ 5 等の衛星通信網の構築が挙げら

れる。それぞれ数百から数万基の人工衛星投入が計

画され、一部ではすでに打ち上げが開始されている。

2018 年に軌道へ投入された人工衛星は 365 基で

あり、各社が計画通りに事業を進めると、2025 年

には年間約 1,100 基の投入が予想されている。発

表されている計画だけでも累計４万基弱の人工衛星

が、宇宙ごみの大部分が分布している低軌道に投入

されることになる。これは現在の全軌道上にある人

工衛星の約８倍であり、従来と比較して宇宙ごみ等

との衝突危険性は高まっていくため、宇宙ごみ問題

は民間コンステレーション事業者においても大きな

課題となっている。

3	 国内外で取り組まれる宇宙ごみ対策

1）	 民間のビジネス参入と宇宙ごみ対策

　宇宙ごみへの対策が、官民問わず課題となってい

る中、運用終了後の人工衛星に対する適正な処理・

処分を提供するサービスが生まれている。また、民

間事業者による大規模な宇宙事業の展開が進んでい

ることを受け、宇宙関連産業は従来の機器製造・シ

ステム構築の段階から、人工衛星を利用したサービ

ス、さらに人工衛星の維持・管理、廃棄・処分と地

上と同様の事業プロセスの構築に進んでいくと考え

られる。このため、今後は宇宙ごみ対策として、適

正処分に加えて発生抑制・排出削減の観点からも取

り組みの進展が予想される。

（1）	人工衛星の適正処分

　運用を終了した衛星は、そのまま放置すると宇

宙ごみとして軌道上に一定期間とどまり、2 章で紹

介したような衝突事故を引き起こし、宇宙ごみを増

殖させる原因となる。人工衛星を軌道から強制的に

離脱させるサービス（De-Orbiting）は宇宙ごみそ

のものの除去や衝突による増殖の危険性を排除する

という点で宇宙ごみ問題に対する直接的な対策とな

る。

図表2　衛星コンステレーションの主な既存サービスと計画

   出所）	各種公開情報より NRI 作成
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■De-Orbiting

　利用不可あるいは利用価値がなくなった人工衛星

を強制的に軌道から離脱させ、比較的空いている軌

道への遷移、大気圏への再突入による処分を行う

サービス。地球軌道利用のガイドライン等で定めら

れた、運用終了後の人工衛星に対する適正処分の一

環としての利用や、運用中もしくは新たに投入する

人工衛星の衝突リスク排除を目的として利用される

ことが想定されている。

（2）	人工衛星の維持・管理

　民間の衛星コンステレーション事業者が増加した

ことにより、商業ベースでの人工衛星に対する維持

管理の需要が増加している。燃料補充やアクシデン

ト・修理対応による人工衛星の長寿命化は、事業者

にとっては新たな人工衛星を製作し、打ち上げを実

施するコストの削減になるとともに、宇宙ごみの排

出抑制として大きな効果があると考えられる。

　具体的には、Life Extension、Relocation ／ Salvage、

Robotics といったサービスが想定される。

■ Life Extension

　ハードウエア上の異常がなく、燃料切れに起因し

て寿命を迎えた人工衛星に燃料を充塡（じゅうてん）

することで寿命を延長するサービス。補給対象とな

る人工衛星に対する接近・捕獲の技術が求められ、

複数企業で実証が進められている。

■Relocation ／ Salvage

　予定された軌道から離れている人工衛星を本来の

軌道に戻すサービスで、アクシデントにより人工衛

星が予定と異なる軌道に投入されてしまった場合

や、推進系の故障によって自力での軌道維持が難し

い場合、軌道維持のために搭載されている燃料を節

約したい場合等で活用が期待される。必要な技術

としては、Life Extension で必要とする接近・捕

獲技術に類似するものであり、取り組み企業は Life 

Extension とほぼ同様である。

図表3　民間企業による軌道上サービスの参入状況

  出所）	宙畑「実現間近 !? 激化する軌道上サービスの開発競争、その分類と参入企業まとめ 2020.2.25」より NRI 作成
		  https://sorabatake.jp/10481/

※ 5　2020 年 3 月に経営破綻も、英国
政府主導のコンソーシアムにより買収され
事業継続
※ 6　計画を実施していた O3b ネット
ワーク社が 2016 年に SES 社の完全子会
社化
※ 7　Northrop Grumman の子会社
※8　2020 年 6 月に Effective Space 社

（イスラエル）を買収

https://sorabatake.jp/10481/
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■Robotics

　対象となる衛星の外観検査、ロボットアームによ

る修理、新しいハードウエアを交換することでアッ

プグレードする等の、ハードウエアメンテナンスを

実施するサービス。Life Extension や Relocation

／ Salvage と比べ、検査・修理・部品交換などを行

うためのロボットアーム技術が必要であり、難易度

は高いものの、人工衛星のリユースやアップグレー

ドが可能になることから、人工衛星を用いたサービ

スの維持という観点からは大きなインパクトを持

つ。複数企業で基礎研究が進められている。

２）具体的な参入企業

　前節で紹介した各サービスは、軌道上で提供され

ることから「軌道上サービス」と呼ばれている。世

界では約 20 社がこの軌道上サービスへの参入に取

り組んでいるが、事業化しているのは半数の 10 社

とみられる。その内訳を見ると、Airbus、川崎重工業、

Space Logistics LLC など、豊富な資金を持つ大手

航空関連企業（その子会社含む）と、技術に強みを持

つスタートアップ企業に分かれている。特にスター

トアップ企業では、技術の実用化・事業化に向けて

宇宙機関（NASA、JAXA など）との共同技術開発や

資金獲得などにおいて激しい競争が行われている。

4	 宇宙ごみ問題解決に向けて期待されるRobotics

　軌道上サービスの提供を予定している各企業は、

現時点では事業として各サービスに関する技術開

発・実証を進めており、各サービスの商用化を目指

している。特に Robotics については、他のサービ

スより商用化に時間がかかる一方、技術構築の重要

性や高度化に伴うサービス拡大の余地があり、早期

実現に向けた取り組みが望まれる。

1）	 早期実現が求められるRobotics

（1）	各軌道上サービスの実現時期

　早期に商用化されるサービスとしては、Life 

Extension が有力と考えられる。2020 年 2 月に

は、Space Logistics LLC が静止軌道で人工衛星同

士をドッキングさせ、燃料を補給する実証に成功し

たと発表し、商用サービス化が近いことがうかがえ

る。また、軌道から離れている人工衛星を軌道に戻

す Relocation ／ Salvage は Life Extension で必要

とする接近・捕獲に関する技術を組み合わせたもの

であり、同様に早期商用サービス化が見込まれる。

De-Orbiting についても、サービス提供を予定する

各社が 2025 ～ 2026 年にかけて商用サービス開始

を目指すと発表している。

　一方で、Robotics に関しては、ロボット技術等

の構築・検証が必要であることから、最も早期の計

画でも 2025 年ごろにはロボットアームを搭載した

機器を打ち上げ部品検査・修理に関する実証の開始

を目指しており、商用サービス化には他のサービス

よりも時間がかかると考えられる。

（2）	コンステレーション事業の拡大と軌道上

	 サービスに対するニーズの高まり

　コンステレーション衛星は特定サービスを目的と

しており、これまで各国の政府機関や一部民間企業

が打ち上げていた多目的な人工衛星と比べ、大きく

二つの特徴を有している。「小型で積載される燃料

が少ないこと」と「汎用（はんよう）的な部品が多

く使われる傾向にあること」である。そのため、一

品物といわれるこれまでの人工衛星の寿命が 15 ～

25 年であるのに対して、コンステレーション衛星

の寿命は 5 ～ 10 年程度と短く、Life Extension や

Relocation ／ Salvage など燃料の補給・節約によ

る延命だけでなく、Robotics による部品点検・交
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換も含めた保守の重要性が増している。

　コンステレーション衛星の打ち上げ計画を時系列

に見ると、すでに挙げた通り、2018 年から 2025

年にかけて毎年数百基から 1 千基程度の人工衛星

が打ち上げられ、2030 年ごろには累計約 4,000

～ 5,000 基が、燃料切れや故障発生などに伴って

延命・保守サービスの対象となり得る時期に差し掛

かる。このため、同時期に商用化が見込まれる Life 

Extension や Relocation ／ Salvage の事業拡大に

加え、Robotics の早期実現が期待されている。

（3）Robotics の高度化

　Robotics では、故障部品（あるいは故障すると

予測される部品）を打ち上げ、部品交換・修理する

ことが当面の目標となっているが、将来は運用が終

了した人工衛星から部品を回収し、リユースするこ

とも想定したサービスの拡大を目指している。

　ドイツ航空宇宙センター（DLR）が資金を提供し、

航空宇宙工学とロボット技術などの専門家が共同で

研究を進める「iBOSS プロジェクト」では、人工

衛星を構成する機能をモジュール化し、ブロックの

ようにモジュールを組み合わせることを目指してい

る。このようなモジュール型人工衛星が大量に打ち

上げられた場合、故障した人工衛星からモジュール

を回収し、リユースがしやすいものとなる。

　また、Tethers Unlimited 社では、宇宙ごみから

資源を回収し、部品の再利用や素材（3D プリント

技術との組み合わせ）として利用することも検討し

ており、NASA が開発を進める「FabLab システム※9」

において、宇宙での金属リサイクル技術も含めたバ

リューチェーンの構築に取り組んでおり、永続的な

宇宙プラットフォームの形成を目指している。

　こうした動きは Robotics をベースとしたもので

あり、Robotics の高度化による宇宙ビジネスのさ

らなる拡大が期待される。

2）	 Robotics の普及に向けた課題と対応

（1）自動化技術の実用化

　先行している動きとして、米国防高等研究計画局

（DARPA）の Robotic Servicing of Geosynchronous 

Satellites（RSGS）プログラムがある。同プログラ

ムでは、Robotic Servicing Vehicle（RSV）と呼ば

れるデバイスツール（機械）とその移動手段となる

宇宙船を開発し、一度の打ち上げで数十回にわたる

軌道上での検査・修理・部品交換等を繰り返す実証

実験を今後 5 年以内（2025 年ごろ）に開始するこ

とを目指している。

　当面は地上オペレーターによる遠隔操作を想定し

ているが、安全性・信頼性・効率性の向上には自動

化技術が課題になるものと考えられている。

　この課題に対し、日本は産業用ロボット分野の世

界シェアが高く、高度な技術力を有し、さらには人

工知能と産業用ロボットを組み合わせ、使用済み製

品の自動解体に向けた技術開発も進められるなど、

自動化技術確立に強みを有するものである。また、

米国に本社を置くベンチャー企業が宇宙船内で活用

するロボット技術の開発拠点を日本に置いているこ

とからも、Robotics の早期実現および日本の新し

い産業としてわが国の技術が注目されていることが

分かる。

（2）情報連携の仕組み構築

　コンステレーション事業者が打ち上げた多数かつ

同型の人工衛星が故障した場合、あらかじめ用意し

た交換用部品を使って修理できる場合もあるが、一

※ 9　宇宙でのエンドツーエンド製造を
可 能とする Multi-material fabrication 
laboratory（複合材料製造ラボ）
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部は運用終了となり使用済みの人工衛星として宇宙

ごみの対象となるものも増えるとみられる。また、

使用済みの人工衛星から使用可能な部品を回収し、

回収した部品を修理用部品としてリユースするな

ど、Robotics による人工衛星の部品再利用を実現

するには、自動化技術だけではなく、人工衛星打ち

上げ後の運用履歴、人工衛星の故障情報、使用済み

の人工衛星の管理（トレーサビリティー情報）、部

品の機能や素材に関する情報など、人工衛星に関す

る設計データやライフサイクルにわたるさまざまな情

報をコンステレーション事業者から軌道上サービス提

供企業に連携する仕組みの整備が必要となっている。

　コンステレーション事業者にとって自社のサービ

ス提供における品質と継続性が重要であり、コンス

テレーションビジネスの拡大に伴い、人工衛星の運

用継続に関わる保守などは複数事業者間で効率化を

求めていくものとみられる。Robotics についても、

特定のコンステレーション事業者を対象とした事業

ではなく、複数コンステレーション事業者に対して

部品交換、融通可能な部品を相互に再利用する可能

性や、Robotics に関する技術の高度化に伴う部品

再利用・リサイクルも含めたバリューチェーン構築

に向け、情報連携の仕組みも高度化していく必要が

あるだろう。

　部品再利用の対象となる人工衛星とその部品を特

定し、修理・交換のニーズとマッチングするといっ

た情報連携にあたっては、近年の国内の資源循環分

野で検討が進む情報連携の仕組み構築の動きが参考

になると考えられる。資源循環分野では、製品ライ

フサイクルに関わる素材事業者や製造事業者、使用

者・排出事業者、修理・リユース事業者、廃棄物処理・

リサイクル事業者など動脈・静脈にわたって、セキュ

リティーに配慮した情報プラットフォームの構築に

向けた検討が進められている。

　それと同様に、人工衛星の設計・組み立てに関する

図面や、部品の詳細（設計図・ソフトウエアなど）といっ

た設計情報、人工衛星の運用履歴（運用期間、軌道

修正、衝突有無など）や故障履歴、その他関連する

情報を軌道上サービス提供企業が必要に応じて利活

用でき、コンステレーション事業者間の情報セキュ

リティーを両立させる仕組みが構築されることは、

コンステレーション事業者にとってさらなる効率化

につながるとともに、軌道上サービス提供企業にとっ

てビジネスチャンスにつながるものと考えられる。

（3）国際ルールづくり

　宇宙ごみ対策について政府レベルで検討されてい

るものは、人工衛星を中心とした宇宙機のライフサ

イクルにわたる各フェーズ（システム要求・概念

設計フェーズ、設計フェーズ、運用フェーズ、廃棄

フェーズ）の管理、軌道上破砕防止（運用終了後の

破砕、運用中の破砕、意図的破壊行為）、運用終了

後の廃棄（軌道域との干渉を最小限に抑えるよう、

運用終了後の軌道変更など）、再突入リスク管理（再

突入あるいは自然落下に際して、地上の安全を考慮）

に関するものである。

　技術開発が進められている軌道上サービスにつ

いては、同サービス参入企業を中心とした民間

主 体 の コ ン ソ ー シ ア ム CONFERS（Consortium 

for Execution of Rendezvous and Servicing 

Operations）において、軌道の安全性確保を目的と

した技術・運用の標準化を検討している。しかし、

強制力のないコンセンサス確立が当面の目標であ

り、具体的なルール形成に関する取り組みは進んで

いないといえる。

　今後、Robotics の高度化による部品再利用・リ

サイクルが可能になると、運用終了した人工衛星を

宇宙ごみとして扱うかどうか（いつかは修理するの
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か）、Robotics サービス提供企業が機密性をどのよ

うに担保するのか、修理不可となった人工衛星を資

源として利用する場合の所有権をどうするか（場合

によっては売買も含め）など、技術開発と情報連携

の仕組み構築と並行して、再利用に関する国際ルー

ル・仕組みの検討・構築が必要となるものと考える。

5	 おわりに

　日本が持つ優れた自動化技術や検討が進む情報連

携の仕組みを軌道上サービスで応用するには、多く

の開発要素があり、国際ルールの検討・構築も必要

であることから、民間企業だけでは対応しきれない

ものとなる。

　現在展開されている人工衛星の打ち上げや衛星コ

ンステレーションのビジネスでは、米国、ロシア、

中国が一歩進んでおり、日本としては衛星や各種部

品等の製造および提供といったハード面での関わり

にとどまっている。日本が自動化技術や情報連携の

仕組み、ルールなどを早期に開発・適用していくこ

とで、Robotics を通じて、より高付加価値なコン

ステレーションビジネスや軌道上サービス、あるい

はその先にある宇宙でのビジネスの広がり（宇宙産

業）を先導できる機会につながると考えられる。

　2030 年度までのロードマップである宇宙基本

計画工程表で示された「20. スペースデブリ対策」

に 関 し て、2020 年 代 後 半 ～ 2030 年 を め ど に、

Robotics の実現につながる技術開発および情報連

携の仕組み構築、国際ルールづくりを産官学連携に

より取り組んでいくための具体的な計画づくりが必

要である。また、内閣府が旗振り役となり、経済産

業省による技術開発の支援、環境省を加えた省庁

間連携による将来的な宇宙における循環を含むバ

リューチェーン構築の検討など、取り組みの強化を

期待する。

図表4　Robotics に必要となる情報連携

  出所）	NRI 作成
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